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                        青森県環境エネルギー部環境政策課 
 

再配達削減に係る PR イベントの開催について 

 

 近年、通信販売や電子商取引（EC）の拡大による宅配便取扱数の急増に伴い、再配達件

数も増加しており、不要な二酸化炭素の排出による地球温暖化への負荷の増加等が懸念さ

れています。 
このため県では、「青森県再配達削減プロジェクト」として、荷物を１回で受け取るた

めの取組を推進しています。 

その一環として、宅配便事業者（ヤマト運輸株式会社、佐川急便株式会社、日本郵便株

式会社）と協力し、再配達削減に向けた取組や、荷物の多様な受取方法等を紹介するイベ

ントを開催しますので、取材方よろしくお願いします。 

 
記 

 

１ 開催日時・開催場所 

  令和６年 11 月 30 日（土）10:00～15:00 

  ※景品や来場者の状況等によっては、終了時間を早める場合あり 

  ショッピングセンターラピア１階 フェスタプラザ（八戸市江陽 2-14-1） 

 

２ 開催内容 

 ・各社がそれぞれのブースで脱炭素や再配達削減に向けた取組や、荷物の多様な受取方

法などを紹介 

 ・各社の話を聞いてアンケートに回答した方に対し、景品が当たるスピードくじを実施 

 

３ 県庁ウェブサイト掲載先 

  以下のリンク先をご利用ください。 

https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kankyo/kankyo/redelivery_reduction_ 

project.html 
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・青森県内における宅配便の再配達に由来する
二酸化炭素の排出削減に向けた現状把握、
課題抽出、対策検討及び普及啓発等

趣旨及び目的

・宅配便を１回で受け取る県民の意識の醸成
⇒再配達の減少

目指すもの 県
民

普及啓発

意識の醸成・行動変容

佐川急便（株）
（青森営業所）

日本郵便（株）
（青森中央郵便局）

青森県
事務局（環境政策課）

ヤマト運輸（株）
（青森主管支店）

青森県再配達削減による脱炭素推進会議
（現状把握・課題抽出・対策検討・普及啓発等）

イメージ図

・各種メディアを活用した啓発・広報

・ホームセンター等における宅配ボックスの販促

・宅配便ロッカー利用に係る実態調査及び
活用を促進する内容の広告

・多様な受取方法周知のための商業施設等に
おけるPRイベント

令和６年度の取組

 青森県再配達削減による脱炭素推進会議

 【参考】青森会場での様子（11/3 サンロード青森）


